
 
 

――膵膵臓臓移移植植のの現現況況とと基基本本的的なな考考ええ方方―― 
 

 膵臓からの内因性インスリン分泌が廃絶した糖尿病患者では頻回のインスリン注射やインス

リンポンプによっても血糖変動が激しく、QOL が著しく低下するのみならず重症低血糖や糖尿

病ケトアシドーシスによる生命の危険にさらされ、しばしば救急搬送や入院を余儀なくされてい

る。さらに、糖尿病の合併症も進行し、腎不全から透析治療に至ってしまうことも少なくない。

こうした患者が移植医療の適応であり、特に透析治療に至っている患者への膵臓と腎臓の同時移

植は、生命予後と QOL の著しい向上をもたらすことができる。 

 最初の膵臓移植は 1966 年にミネソタ大学で施行された。わが国では 1984 年に最初の膵臓移

植が脳死下で行われたが、その後社会的問題により心臓死後の臓器提供となっていた。1997 年

の脳死下の移植を可能とした臓器移植法の施行後に、膵臓移植中央調整員会と下部委員会をはじ

めとした現在の膵臓移植のシステムが構築された。2000 年 4 月にこのシステムによる最初の膵

臓移植が行われて以降、これまでに約 600 例の死体膵臓移植が行われており、2010 年の臓器移

植法改正後は年間ほぼ 30～50 例とそれ以前より増加していたが、2020 年初頭から約 3 年間の

新型コロナ感染症によるパンデミックの影響もあり 2020年～2022年は年間 30 例以下に減少し

た。しかし、その後年間 40 例以上に回復してきている。移植成績は、膵単独移植における膵グ

ラフト生着率の低値が課題であるものの、全体では 5 年生存率が 90％以上、膵グラフトの 5 年

生着率が 75％以上と欧米と比べても遜色ない。 

 このように、わが国の膵臓移植は成熟期を迎えつつあるが、膵臓移植実務者委員会を中心とし

て経験の蓄積と技術の改良が絶えまなく行われており、膵臓移植実施体制の維持、強化とともに、

さらなる成績の向上を目指している。本実施要綱は、膵臓移植の為の手続きの統一化、手技の標

準化などを目的としたマニュアルとして第一版が 1999 年に作成された。ホームページ

（https://www.ptccc.jp）上でも公開し小改訂を行っているが、利用者の便宜を図るために定期的

に冊子版を発行し関係者に配布しており、今回が第五版となる。一方、低侵襲の膵島移植は、こ

れまでの実績と先進医療 B として実施された多施設臨床試験の結果により、2020 年 4 月に「同

種死体膵島移植術」として保険収載された。そのため今回の改訂では、前回から追加になった「膵

臓移植と膵島移植の比較」に加え、わが国の膵島移植の経緯と現状についての章を追加した。ま

た、中央調整委員のご協力のもとに膵臓移植の各種基準・手続き・必要書類などの事務的な内容

についても中央調整委員会事務局に更新いただき、わが国の膵臓移植の歴史と現況（第Ⅱ章、第

Ⅲ章）、および膵臓移植の実際（第Ⅹ章）についても、アップデートを行った。本実施要綱が今

後のわが国の膵・膵島移植のシステムの中で引き続き役立つことを期待する。なお、膵臓移植中

央調整委員会の活動は、日本糖尿病学会の支援を得ており、本実施要綱の改訂にあたっても、同

学会の膵・膵島移植に関する常置委員会（稲垣 暢也委員長）と連携して行われた。 
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